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規　　　　　則

　知事が保有する個人情報の保護等に関する規則等の一部を改正する等の規則をここに公布する。
　　令和５年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
宮崎県規則第22号
　　　知事が保有する個人情報の保護等に関する規則等の一部を改正する等の規則
　（知事が保有する個人情報の保護等に関する規則の一部改正）
第１条　知事が保有する個人情報の保護等に関する規則（平成15年宮崎県規則第２号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（趣旨）
第１条　この規則は、宮崎県個人情報保護条例（平成14年宮崎県条
　例第41号。以下「条例」という。）第53条の規定に基づき、知事
　が保有する個人情報の保護等に関し必要な事項を定めるものとす
　る。
　（要配慮個人情報）

　（趣旨）
第１条　この規則は、宮崎県個人情報の保護に関する法律施行条例
　（令和４年宮崎県条例第38号。以下「条例」という。）第23条の
　規定に基づき、知事が保有する個人情報の保護等に関し必要な事
　項を定めるものとする。
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第１条の２　条例第２条第３項の規則で定める記述等は、次に掲げ
　る事項のいずれかを内容とする記述等（本人の病歴又は犯罪の経
　歴に該当するものを除く。）とする。
　（１）　身体障がい、知的障がい、精神障がい（発達障がいを含む
　　。）その他の次に掲げる心身の機能の障がいがあること。
　　ア　身体障害者福祉法（昭和24年法律第 283号）別表に掲げる
　　　身体上の障害
　　イ　知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）にいう知的障害
　　ウ　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律
　　　第 123号）にいう精神障害（発達障害者支援法（平成16年法
　　　律第 167号）第２条第２項に規定する発達障害を含み、イに
　　　掲げるものを除く。）
　　エ　治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であっ
　　　て障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための
　　　法律（平成17年法律第 123号）第４条第１項の政令で定める
　　　ものによる障害の程度が同項の厚生労働大臣が定める程度で
　　　あるもの
　（２）　本人に対して医師その他医療に関連する職務に従事する者
　　（次号において「医師等」という。）により行われた疾病の予
　　防及び早期発見のための健康診断その他の検査（同号において
　　「健康診断等」という。）の結果
　（３）　健康診断等の結果に基づき、又は疾病、負傷その他の心身
　　の変化を理由として、本人に対して医師等により心身の状態の
　　改善のための指導又は診療若しくは調剤が行われたこと。
　（４）　本人を被疑者又は被告人として、逮捕、捜索、差押え、勾
　　留、公訴の提起その他の刑事事件に関する手続が行われたこと
　　。
　（５）　本人を少年法（昭和23年法律第 168号）第３条第１項に規
　　定する少年又はその疑いのある者として、調査、観護の措置、
　　審判、保護処分その他の少年の保護事件に関する手続が行われ
　　たこと。

　（個人情報取扱事務登録簿）
第２条　条例第６条第１項の個人情報取扱事務登録簿は、別記様式
　第１号によるものとする。
２　条例第６条第１項第９号に規定する実施機関が定める事項は、
　次に掲げる事項とする。
　（１）〜（６）　［略］
　（保有個人情報開示請求書）

　（個人情報ファイル簿）
第２条　個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下
　「法」という。）第75条第１項に規定する帳簿は、個人情報ファ
　イル簿（別記様式第１号）によるものとする。
　（個人情報取扱事務登録簿）
第３条　条例第４条第１項に規定する帳簿は、個人情報取扱事務登
　録簿（別記様式第２号）によるものとする。
２　条例第４条第１項第９号に規定する実施機関が定める事項は、
　次に掲げる事項とする。
　（１）〜（６）　［略］
　（保有個人情報開示請求書）

第３条　条例第16条第１項に規定する書面は、保有個人情報開示請
　求書（別記様式第２号）によるものとする。
２　条例第16条第１項第３号に規定する実施機関が定める事項は、
　次に掲げる事項とする。
　　（１）　［略］
　　（２）　開示方法の区分
　　（３）　［略］
　　（４）　代理人（条例第15条第２項に規定する代理人をいう。以下
　　同じ。）が開示請求をしようとする場合にあっては、本人の区
　　分、本人の氏名及び住所又は居所並びに本人の連絡先

第４条　法第77条第１項に規定する書面は、保有個人情報開示請求
　書（別記様式第３号）によるものとする。
２　条例第５条に規定する実施機関が定める事項は、次に掲げる事
　項とする。
　　（１）　［略］
　　（２）　求める開示の実施の方法
　　（３）　［略］
　　（４）　本人確認等に必要な事項

　　（５）　代理人（法第76条第２項に規定する代理人をいう。以下同
　　じ。）が開示請求をしようとする場合にあっては、本人の状況
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　（本人等であることを示す書類）
第４条　条例第16条第２項（条例第25条第２項、第30条第２項及び
　第38条第２項において準用する場合を含む。）に規定する保有個
　人情報の本人又はその代理人であることを示す書類は、次の各号
　に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる書類とする。
　（１）　本人が請求をする場合　運転免許証、旅券、行政手続にお
　　ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（
　　平成25年法律第27号）第２条第７項に規定する個人番号カード
　　その他これらに類する書類として知事が認めるもの
　（２）　法定代理人が請求をする場合　当該法定代理人に係る前号
　　に定める書類及び戸籍謄本、登記事項証明書その他法定代理人
　　の資格を証明する書類として知事が認めるもの
　（３）　代理人（法定代理人を除く。）が請求する場合　当該代理
　　人に係る第１号に定める書類並びに本人の実印を押印した委任
　　状及び印鑑登録証明書その他代理人の資格を証明する書類とし
　　て知事が認めるもの
　（保有個人情報開示請求書補正要求書等）
第５条　条例第16条第３項の規定による保有個人情報開示請求書の
　補正を書面により求めるときは、保有個人情報開示（訂正・利用
　停止）請求書補正要求書（別記様式第３号）によってするものと
　する。
２　前項の規定により保有個人情報開示請求書の補正を求められた
　開示請求者が当該補正を書面により行うときは、保有個人情報開
　示（訂正・利用停止）請求書補正書（別記様式第４号）によって
　しなければならない。
　（保有個人情報開示決定通知書等）
第６条　条例第20条第１項本文の規定による通知（以下「開示決定
　通知」という。）は、次の各号に掲げる決定の区分に応じ、当該
　各号に定める通知書により行うものとする。
　　（１）　保有個人情報の全部を開示する旨の決定　保有個人情報開
　　示決定通知書（別記様式第５号）
　　（２）　保有個人情報の一部を開示する旨の決定　保有個人情報部
　　分開示決定通知書（別記様式第６号）
２　条例第20条第２項の規定による通知は、保有個人情報不開示決
　定通知書（別記様式第７号）により行うものとする。
　（保有個人情報開示決定期間延長通知書）
第７条　条例第21条第２項の規定による通知は、保有個人情報開示
　（訂正・利用停止）決定期間延長通知書（別記様式第８号）によ
　り行うものとする。
　（保有個人情報開示決定期間特例延長通知書）
第８条　条例第22条の規定による通知は、保有個人情報開示決定期

　　等及び請求資格の確認に必要な事項

　

　（保有個人情報開示請求書補正要求書等）
第５条　法第77条第３項の規定による保有個人情報開示請求書の補
　正を書面により求めるときは、保有個人情報開示（訂正・利用停
　止）請求書補正要求書（別記様式第４号）によってするものとす
　る。
２　前項の規定により保有個人情報開示請求書の補正を求められた
　開示請求者が当該補正を書面により行うときは、保有個人情報開
　示（訂正・利用停止）請求書補正書（別記様式第５号）によって
　しなければならない。
　（保有個人情報開示決定通知書等）
第６条　法第82条第１項の規定による通知（以下「開示決定通知」
　という。）は、次の各号に掲げる決定の区分に応じ、当該各号に
　定める通知書により行うものとする。
　　（１）　保有個人情報の全部を開示する旨の決定　保有個人情報開
　　示決定通知書（別記様式第６号）
　　（２）　保有個人情報の一部を開示する旨の決定　保有個人情報部
　　分開示決定通知書（別記様式第７号）
２　法第82条第２項の規定による通知は、保有個人情報不開示決定
　通知書（別記様式第８号）により行うものとする。
　（保有個人情報開示決定期間延長通知書）
第７条　条例第６条第２項の規定による通知は、保有個人情報開示
　（訂正・利用停止）決定期間延長通知書（別記様式第９号）によ
　り行うものとする。
　（保有個人情報開示決定期間特例延長通知書）
第８条　条例第７条の規定による通知は、保有個人情報開示決定期

　間特例延長通知書（別記様式第９号）により行うものとする。
　（保有個人情報開示請求事案移送通知書）
第９条　条例第23条第１項の規定による通知は、保有個人情報開示
　（訂正）請求事案移送通知書（別記様式第10号）により行うもの
　とする。
　（保有個人情報の開示に関する照会書等）
第10条　条例第24条第１項の規定による通知を書面により行うとき
　、及び同条第２項の規定による通知を行うときは、保有個人情報
　の開示に関する照会書（別記様式第11号）によるものとする。
２　条例第24条第１項及び第２項の意見書は、保有個人情報の開示
　に関する意見書（別記様式第12号）によらなければならない。
３　条例第24条第３項の規定による通知は、保有個人情報の開示に

　間特例延長通知書（別記様式第10号）により行うものとする。
　（保有個人情報開示請求事案移送通知書）
第９条　法第85条第１項の規定による通知は、保有個人情報開示（
　訂正）請求事案移送通知書（別記様式第11号）により行うものと
　する。
　（保有個人情報の開示に関する照会書等）
第10条　法第86条第１項の規定による通知を書面により行うとき、
　及び同条第２項の規定による通知を行うときは、保有個人情報の
　開示に関する照会書（別記様式第12号）によるものとする。
２　法第86条第１項及び第２項の意見書は、保有個人情報の開示に
　関する意見書（別記様式第13号）によらなければならない。
３　法第86条第３項の規定による通知は、保有個人情報の開示に関
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　関する通知書（別記様式第13号）により行うものとする。
　（開示の実施）
第11条　開示決定通知を受けた者は、当該開示決定通知に係る第６
　条第１項各号の通知書に記載された開示の日時及び場所において
　、当該開示決定通知に係る保有個人情報の開示を受けなければな
　らない。
２　前項の場合において、知事は、保有個人情報の開示を受ける者
　が当該保有個人情報が記録されている公文書を汚損し、又は破損
　するおそれがあると認めるときは、自ら又は当該職員に命じて、
　当該保有個人情報が記録されている公文書の開示を禁止し、又は
　中止することができる。
３　公文書の写しの交付（条例第25条第１項本文の実施機関が定め
　る方法を含む。）の部数は、開示決定通知に係る公文書１件につ
　き１部とする。
　（電磁的記録の開示の実施の方法）
第12条　条例第25条第１項本文の実施機関が定める方法は、電磁的
　記録を知事が保有するプログラム（電子計算機に対する指令であ
　って、一の結果を得ることができるように組み合わされたものを
　いう。）を使用して用紙に出力したものの閲覧若しくは交付、専
　用機器により再生したものの閲覧、聴取若しくは視聴又は光ディ
　スク等に複写したものの交付とする。ただし、これらの方法によ
　り難いときは、知事が適当と認める方法により行うものとする。
　（開示請求等の特例）
第13条　知事は、条例第26条第１項に規定する口頭により開示請求
　をすることができる保有個人情報を定めたときは、当該保有個人
　情報の内容並びに開示請求をすることができる期間及び場所を告
　示するものとする。
　（公文書の写しの交付に要する費用の額等）
第13条の２　条例第28条の公文書の写しの交付に要する費用は、当
　該写しの作成及び送付に要する費用とする。
２　前項の公文書の写しの作成に要する費用は、別表に定める額と
　し、同項の公文書の写しの送付に要する費用は、郵便等の実費と
　する。
３　第１項の公文書の写しの交付に要する費用は、前納しなければ
　ならない。

　（保有個人情報訂正請求書）
第14条　条例第30条第１項に規定する書面は、保有個人情報訂正請
　求書（別記様式第14号）によるものとする。
２　条例第30条第１項第４号に規定する実施機関が定める事項は、

　する通知書（別記様式第14号）により行うものとする。
　（開示の実施）
第11条　法第87条第１項の規定による保有個人情報の写しの交付（
　同項の行政機関等が定める方法を含む。）の部数は、開示決定通
　知に係る保有個人情報１件につき１部とする。

　（電磁的記録の開示の実施の方法）
第12条　法第87条第１項の行政機関等が定める方法は、電磁的記録
　を知事が保有するプログラム（電子計算機に対する指令であって
　、一の結果を得ることができるように組み合わされたものをいう
　。）を使用して用紙に出力したものの閲覧若しくは交付、専用機
　器により再生したものの閲覧、聴取若しくは視聴又は光ディスク
　等に複写したものの交付とする。ただし、これらの方法により難
　いときは、知事が適当と認める方法により行うものとする。
　（開示の実施方法等の申出）
第13条　法第87条第３項の規定による申出は、保有個人情報の開示
　の実施方法等申出書（別記様式第15号）によるものとする。

　（保有個人情報の写しの交付に要する費用の額等）
第13条の２　条例第９条第２項の保有個人情報の写しの交付に要す
　る費用は、当該写しの作成及び送付に要する費用とする。
２　前項の保有個人情報の写しの作成に要する費用は、別表に定め
　る額とし、同項の保有個人情報の写しの送付に要する費用は、郵
　便等の実費とする。
３　第１項の保有個人情報の写しの交付に要する費用は、前納しな
　ければならない。
４　個人情報の保護に関する法律施行令（平成15年政令第 507号。
　以下「政令」という。）第28条第４項の送付に要する費用を納付
　する方法は、郵便切手によるものとする。
　（保有個人情報訂正請求書）
第14条　法第91条第１項に規定する書面は、保有個人情報訂正請求
　書（別記様式第16号）によるものとする。

　次に掲げる事項とする。
　　（１）　訂正請求をする者の連絡先
　　（２）　代理人が訂正請求をしようとする場合にあっては、本人の
　　　　区分、本人の氏名及び住所又は居所並びに本人の連絡先
　（保有個人情報訂正請求書補正要求書等）
第15条　条例第30条第３項の規定による保有個人情報訂正請求書の
　補正を書面により求めるときは、保有個人情報開示（訂正・利用
　停止）請求書補正要求書（別記様式第３号）によってするものと
　する。
２　前項の規定により保有個人情報訂正請求書の補正を求められた
　訂正請求者が当該補正を書面により行うときは、保有個人情報開
　示（訂正・利用停止）請求書補正書（別記様式第４号）によって

　（保有個人情報訂正請求書補正要求書等）
第15条　法第91条第３項の規定による保有個人情報訂正請求書の補
　正を書面により求めるときは、保有個人情報開示（訂正・利用停
　止）請求書補正要求書（別記様式第４号）によってするものとす
　る。
２　前項の規定により保有個人情報訂正請求書の補正を求められた
　訂正請求者が当該補正を書面により行うときは、保有個人情報開
　示（訂正・利用停止）請求書補正書（別記様式第５号）によって
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　しなければならない。
　（保有個人情報訂正決定通知書等）
第16条　条例第32条第１項の規定による通知は、次の各号に掲げる
　決定の区分に応じ、当該各号に定める通知書により行うものとす
　る。
　　（１）　保有個人情報の全部の訂正をする旨の決定　保有個人情報
　　訂正決定通知書（別記様式第15号）
　　（２）　保有個人情報の一部の訂正をする旨の決定　保有個人情報
　　部分訂正決定通知書（別記様式第16号）
２　条例第32条第２項の規定による通知は、保有個人情報不訂正決
　定通知書（別記様式第17号）により行うものとする。
　（保有個人情報訂正決定期間延長通知書）
第17条　条例第33条第２項の規定による通知は、保有個人情報開示
　（訂正・利用停止）決定期間延長通知書（別記様式第８号）によ
　り行うものとする。
　（保有個人情報訂正決定期間特例延長通知書）
第18条　条例第34条の規定による通知は、保有個人情報訂正（利用
　停止）決定期間特例延長通知書（別記様式第18号）により行うも
　のとする。
　（保有個人情報訂正請求事案移送通知書）
第19条　条例第35条第１項の規定による通知は、保有個人情報開示
　（訂正）請求事案移送通知書（別記様式第10号）により行うもの
　とする。
　（保有個人情報利用停止請求書）
第20条　条例第38条第１項に規定する書面は、保有個人情報利用停
　止請求書（別記様式第19号）によるものとする。
２　条例第38条第１項第４号に規定する実施機関が定める事項は、
　次に掲げる事項とする。
　（１）　利用停止請求をする者の連絡先
　（２）　代理人が利用停止請求をしようとする場合にあっては、本
　　人の区分、本人の氏名及び住所又は居所並びに本人の連絡先
　（保有個人情報利用停止請求書補正要求書等）
第21条　条例第38条第３項の規定による保有個人情報利用停止請求
　書の補正を書面により求めるときは、保有個人情報開示（訂正・
　利用停止）請求書補正要求書（別記様式第３号）によってするも
　のとする。
２　前項の規定により保有個人情報利用停止請求書の補正を求めら
　れた利用停止請求者が当該補正を書面により行うときは、保有個
　人情報開示（訂正・利用停止）請求書補正書（別記様式第４号）
　によってしなければならない。
　（保有個人情報利用停止決定通知書等）
第22条　条例第40条第１項の規定による通知は、次の各号に掲げる

　しなければならない。
　（保有個人情報訂正決定通知書等）
第16条　法第93条第１項の規定による通知は、次の各号に掲げる決
　定の区分に応じ、当該各号に定める通知書により行うものとする
　。
　　（１）　保有個人情報の全部の訂正をする旨の決定　保有個人情報
　　訂正決定通知書（別記様式第17号）
　　（２）　保有個人情報の一部の訂正をする旨の決定　保有個人情報
　　部分訂正決定通知書（別記様式第18号）
２　法第93条第２項の規定による通知は、保有個人情報不訂正決定
　通知書（別記様式第19号）により行うものとする。
　（保有個人情報訂正決定期間延長通知書）
第17条　法第94条第２項の規定による通知は、保有個人情報開示（
　訂正・利用停止）決定期間延長通知書（別記様式第９号）により
　行うものとする。
　（保有個人情報訂正決定期間特例延長通知書）
第18条　法第95条の規定による通知は、保有個人情報訂正（利用停
　止）決定期間特例延長通知書（別記様式第20号）により行うもの
　とする。
　（保有個人情報訂正請求事案移送通知書）
第19条　法第96条第１項の規定による通知は、保有個人情報開示（
　訂正）請求事案移送通知書（別記様式第11号）により行うものと
　する。
　（保有個人情報利用停止請求書）
第20条　法第99条第１項に規定する書面は、保有個人情報利用停止
　請求書（別記様式第21号）によるものとする。

　（保有個人情報利用停止請求書補正要求書等）
第21条　法第99条第３項の規定による保有個人情報利用停止請求書
　の補正を書面により求めるときは、保有個人情報開示（訂正・利
　用停止）請求書補正要求書（別記様式第４号）によってするもの
　とする。
２　前項の規定により保有個人情報利用停止請求書の補正を求めら
　れた利用停止請求者が当該補正を書面により行うときは、保有個
　人情報開示（訂正・利用停止）請求書補正書（別記様式第５号）
　によってしなければならない。
　（保有個人情報利用停止決定通知書等）
第22条　法第 101条第１項の規定による通知は、次の各号に掲げる

　決定の区分に応じ、当該各号に定める通知書により行うものとす
　る。
　　（１）　保有個人情報の全部の利用停止をする旨の決定　保有個人
　　情報利用停止決定通知書（別記様式第20号）
　　（２）　保有個人情報の一部の利用停止をする旨の決定　保有個人
　　情報部分利用停止決定通知書（別記様式第21号）
２　条例第40条第２項の規定による通知は、保有個人情報利用不停
　止決定通知書（別記様式第22号）により行うものとする。
　（保有個人情報利用停止決定期間延長通知書）
第23条　条例第41条第２項において準用する条例第33条第２項の規
　定による通知は、保有個人情報開示（訂正・利用停止）決定期間
　延長通知書（別記様式第８号）により行うものとする。

　決定の区分に応じ、当該各号に定める通知書により行うものとす
　る。
　　（１）　保有個人情報の全部の利用停止をする旨の決定　保有個人
　　情報利用停止決定通知書（別記様式第22号）
　　（２）　保有個人情報の一部の利用停止をする旨の決定　保有個人
　　情報部分利用停止決定通知書（別記様式第23号）
２　法第 101条第２項の規定による通知は、保有個人情報利用不停
　止決定通知書（別記様式第24号）により行うものとする。
　（保有個人情報利用停止決定期間延長通知書）
第23条　法第 102条第２項の規定による通知は、保有個人情報開示
　（訂正・利用停止）決定期間延長通知書（別記様式第９号）によ
　り行うものとする。
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　（保有個人情報利用停止決定期間特例延長通知書）
第24条　条例第42条の規定による通知は、保有個人情報訂正（利用
　停止）決定期間特例延長通知書（別記様式第18号）により行うも
　のとする。
　（諮問書等）
第25条　条例第43条第１項の規定による諮問は、諮問書（別記様式
　第23号）により行うものとする。
２　条例第43条第３項の規定による通知は、諮問通知書（別記様式
　第24号）により行うものとする。
　（審査請求に係る保有個人情報の開示に関する通知書）
第26条　条例第44条において準用する条例第24条第３項の規定によ
　る通知は、審査請求に係る保有個人情報の開示に関する通知書（
　別記様式第25号）により行うものとする。
　（出資法人）
第27条　条例第50条第１項の規定により出資法人を定め、又は変更
　したときは、告示するものとする。
　（運用状況の公表）
第28条　条例第52条の規定による運用状況の公表は、宮崎県公報に
　登載して行うものとする。
別表（第13条の２関係）

　　［略］

　（保有個人情報利用停止決定期間特例延長通知書）
第24条　法第 103条の規定による通知は、保有個人情報訂正（利用
　停止）決定期間特例延長通知書（別記様式第20号）により行うも
　のとする。
　（諮問書等）
第25条　法第 105条第３項において準用する同条第１項の規定によ
　る諮問は、諮問書（別記様式第25号）により行うものとする。
２　法第 105条第３項において準用する同条第２項の規定による通
　知は、諮問通知書（別記様式第26号）により行うものとする。
　（審査請求に係る保有個人情報の開示に関する通知書）
第26条　法第 107条第１項において準用する法第86条第３項の規定
　による通知は、審査請求に係る保有個人情報の開示に関する通知
　書（別記様式第27号）により行うものとする。

（運用状況の公表）
第27条　条例第22条の規定による運用状況の公表は、宮崎県公報に
　登載して行うものとする。
別表（第13条の２関係）

　　［略］

保有個人情報の種別 交付する写し 金額
　［略］

　　公文書の種別 交付する写し 金額
　［略］

　別記様式第１号から別記様式第25号までを次のように改める。
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宮　崎　県　公　報令和 ５ 年 ３ 月 30 日（木曜日）　号外　第 20 号
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宮　崎　県　公　報令和 ５ 年 ３ 月 30 日（木曜日）　号外　第 20 号
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─ 15 ─
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─ 20 ─

宮　崎　県　公　報令和 ５ 年 ３ 月 30 日（木曜日）　号外　第 20 号



─ 21 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ５ 年 ３ 月 30 日（木曜日）　号外　第 20 号



─ 22 ─

宮　崎　県　公　報令和 ５ 年 ３ 月 30 日（木曜日）　号外　第 20 号
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─ 24 ─
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宮　崎　県　公　報令和 ５ 年 ３ 月 30 日（木曜日）　号外　第 20 号



─ 29 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ５ 年 ３ 月 30 日（木曜日）　号外　第 20 号



─ 30 ─

宮　崎　県　公　報令和 ５ 年 ３ 月 30 日（木曜日）　号外　第 20 号



─ 31 ─

宮　崎　県　公　報 令和 ５ 年 ３ 月 30 日（木曜日）　号外　第 20 号
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　別記様式第25号の次に次の２様式を加える。
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　（知事が保有する公文書の開示等に関する規則の一部改正）
第２条　知事が保有する公文書の開示等に関する規則（平成12年宮崎県規則第43号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（開示の実施）
第８条　開示決定通知を受けたものは、当該開示決定通知に係る第
　４条第１項各号の通知書に記載された開示の日時及び場所におい
　て、当該開示決定通知に係る公文書の開示を受けなければならな
　い。
２・３　［略］
様式第４号（第４条関係）
　　［略］

　（注）１　指定された開示の日時が都合の悪い場合には、あらか
　　　　　じめ担当部局に連絡してください。
　　　　２　［略］
様式第５号（第４条関係）
　　［略］

　（教示）
　　　［略］
　（注）１　指定された開示の日時が都合の悪い場合には、あらか
　　　　　じめ担当部局に連絡してください。
　　　　２　［略］

　（開示の実施）
第８条　開示決定通知を受けたものは、当該開示決定通知に係る第
　４条第１項各号の通知書に記載された開示の期間及び場所におい
　て、当該開示決定通知に係る公文書の開示を受けなければならな
　い。
２・３　［略］
様式第４号（第４条関係）
　　［略］

　（教示）
　　　この決定に不服がある場合には、この決定があったことを知
　　った日の翌日から起算して３か月以内に、宮崎県知事に対して
　　審査請求をすることができます。決定の取消しの訴えは、決定
　　があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、前
　　記の審査請求をした場合には、当該審査請求に対する裁決のあ
　　ったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、宮崎県
　　を被告として（宮崎県知事が被告の代表者となります。）提起
　　することができます。
　（注）１　指定された開示の期間が都合の悪い場合には、あらか
　　　　　じめ担当部局に連絡してください。
　　　　２　［略］
様式第５号（第４条関係）
　　［略］

　（教示）
　　　［略］
　（注）１　指定された開示の期間が都合の悪い場合には、あらか
　　　　　じめ担当部局に連絡してください。
　　　　２　［略］

　［略］

２　開示の
　期間及び
　場所

期　間
　　　　　年　　月　　日から
　　　　　年　　月　　日まで
　（閉庁日及び閉庁時間を除く。）

　［略］
　［略］

　［略］

２　開示の
　期間及び
　場所

期　間
　　　　　年　　月　　日から
　　　　　年　　月　　日まで
　（閉庁日及び閉庁時間を除く。）

　［略］
　［略］

　［略］

２　開示の
　日時及び
　場所

日　時
　　　　　　　　　午前
　年　　月　　日　　　　時　　分
　　　　　　　　　午後

　［略］
　［略］

　［略］

２　開示の
　日時及び
　場所

日　時
　　　　　　　　　午前
　年　　月　　日　　　　時　　分
　　　　　　　　　午後

　［略］
　［略］

　（宮崎県個人情報保護審議会規則の一部改正）
第３条　宮崎県個人情報保護審議会規則（平成14年宮崎県規則第66号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（趣旨）
第１条　この規則は、宮崎県個人情報保護条例（平成14年宮崎県条
　例第41号）第49条の規定に基づき、宮崎県個人情報保護審議会（
　以下「審議会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定
　めるものとする。

　（趣旨）
第１条　この規則は、宮崎県個人情報の保護に関する法律施行条例
　（令和４年宮崎県条例第38号）第21条の規定に基づき、宮崎県個
　人情報保護審議会（以下「審議会」という。）の組織及び運営に
　関し必要な事項を定めるものとする。

　（宮崎県統計条例施行規則の一部改正）
第４条　宮崎県統計条例施行規則（令和２年宮崎県規則第17号）の一部を次のように改正する。
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改正前 改正後
　（調査票情報の適正な管理）
第８条　条例第13条第１項（同条第２項において準用する場合を含
　む。）に規定する規則で定める措置は、次の表の左欄に掲げる区
　分に応じ、同表の右欄に掲げるものとする。

　（調査票情報の適正な管理）
第８条　条例第13条第１項（同条第２項において準用する場合を含
　む。）に規定する規則で定める措置は、次の表の左欄に掲げる区
　分に応じ、同表の右欄に掲げるものとする。
　［略］
その他の
管理措置

１　調査票情報の取扱いに関する業務を委託しよ
　うとするときは、あらかじめ、当該委託を受け
　ようとする者及び当該委託を受けようとする者
　において調査票情報を取り扱うこととなる者が
　、次に掲げる者に該当しない者であることを確
　認すること（当該委託を受けようとする者にお
　いて調査票情報を取り扱うこととなる者にあっ
　ては、（３）及び（４）を除く。）。
　　（１）　統計法（平成19年法律第53号）若しくは
　　個人情報の保護に関する法律（平成15年法律
　　第57号）若しくはこれらの法律に基づく命令
　　又は条例若しくは宮崎県個人情報の保護に関
　　する法律施行条例（令和４年宮崎県条例第38
　　号）若しくはこれらの条例に基づく規則（以
　　下「関係法令」という。）の規定に違反し、
　　罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり
　　、又は執行を受けることがなくなった日から
　　起算して５年を経過しない者
　（２）〜（５）　［略］
２・３［略］

　［略］
その他の
管理措置

１　調査票情報の取扱いに関する業務を委託しよ
　うとするときは、あらかじめ、当該委託を受け
　ようとする者及び当該委託を受けようとする者
　において調査票情報を取り扱うこととなる者が
　、次に掲げる者に該当しない者であることを確
　認すること（当該委託を受けようとする者にお
　いて調査票情報を取り扱うこととなる者にあっ
　ては、（３）及び（４）を除く。）。
　　（１）　統計法（平成19年法律第53号）若しくは
　　個人情報の保護に関する法律（平成15年法律
　　第57号）若しくはこれらの法律に基づく命令
　　又は条例若しくは宮崎県個人情報保護条例（
　　平成14年宮崎県条例第41号）若しくはこれら
　　の条例に基づく規則（以下「関係法令」とい
　　う。）の規定に違反し、罰金以上の刑に処せ
　　られ、その執行を終わり、又は執行を受ける
　　ことがなくなった日から起算して５年を経過
　　しない者
　（２）〜（５）　［略］
２・３［略］

　（宮崎県個人情報保護条例第17条第２号ウの知事が別に定める職に関する規則の廃止）
第５条　宮崎県個人情報保護条例第17条第２号ウの知事が別に定める職に関する規則（平成17年宮崎県規則第30号）は、廃止する。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和５年４月１日から施行する。	 	
　（経過措置）
２　この規則の施行の日前に次の各号に掲げる請求がされた場合における宮崎県個人情報保護条例（平成14年宮崎県条例第41号。以下「旧
　条例」という。）に規定する保有個人情報の開示、訂正及び利用停止並びに宮崎県情報公開条例（平成11年宮崎県条例第36号。以下「情
　報公開条例」という。）に規定する公文書の開示については、なお従前の例による。
　（１）　　旧条例第15条の開示請求
　（２）　　旧条例第29条の訂正請求
　（３）　　旧条例第37条の利用停止請求
　（４）　　情報公開条例第５条の開示請求
３　この規則の施行の際現に存する第１条の規定による改正前の知事が保有する個人情報の保護等に関する規則及び第２条の規定による改
　正前の知事が保有する公文書の開示等に関する規則の規定に定める様式による用紙は、当分の間、所要の事項を適宜補正して使用するこ
　とができる。

告　　　　　示

宮崎県告示第 244号　
　宮崎県個人情報保護条例第50条第１項に規定する出資法人の指定
（令和３年宮崎県告示第 773号）は、令和５年３月31日限り、廃止
する。
　　令和５年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

宮崎県告示第 245号　
　口頭により開示請求をすることができる保有個人情報（令和４年
宮崎県告示第 815号）は、令和５年３月31日限り、廃止する。
　　令和５年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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企業局企業管理規程

　宮崎県公営企業管理者が保有する個人情報の保護等に関する規程の一部を改正する企業管理規程をここに公表する。
　　令和５年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県企業局長　井　手　義　哉　
宮崎県企業局企業管理規程第２号
　　　宮崎県公営企業管理者が保有する個人情報の保護等に関する規程の一部を改正する企業管理規程
　宮崎県公営企業管理者が保有する個人情報の保護等に関する規程（平成15年宮崎県企業局企業管理規程第５号）の一部を次のように改正
する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　宮崎県個人情報保護条例（平成14年宮崎県条例第41号）の規定に
基づく宮崎県公営企業管理者が保有する個人情報の保護等について
は、知事が保有する個人情報の保護等に関する規則（平成15年宮崎
県規則第２号）の規定の例による。

　宮崎県個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年宮崎県条
例第38号）の規定に基づく宮崎県公営企業管理者が保有する個人情
報の保護等に関し必要な事項については、知事が保有する個人情報
の保護等に関する規則（平成15年宮崎県規則第２号）の規定の例に
よる。

　　　附　則
　この企業管理規程は、令和５年４月１日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　企業局事務決裁規程の一部を改正する企業管理規程をここに公表する。
　　令和５年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県企業局長　井　手　義　哉　
宮崎県企業局企業管理規程第３号
　　　企業局事務決裁規程の一部を改正する企業管理規程
　企業局事務決裁規程（平成３年宮崎県企業局企業管理規程第３号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係）

事務 事項
管
理
者

専決区分
本庁 出先

機関
副
局
長

課
長
課
長
補
佐

担
当
リ
ー
ダ
ー

所
長
副
所
長

　［略］
５
文
書
等
に
関
す
る
事
務

（１）〜（７）　［略］
（８）　個人情報の保護
　に関する法律（平成
　15年法律第57号）及
　び宮崎県個人情報の
　保護に関する法律施
　行条例（令和４年宮
　崎県条例第38号）に
　基づく保有個人情報
　の開示、訂正及び利
　用停止の請求に対す
　る決定、通知及び意
　見聴取に関すること
　。

○

　［略］

事務 事項
管
理
者

専決区分
本庁 出先

機関
副
局
長

課
長
課
長
補
佐

担
当
リ
ー
ダ
ー

所
長
副
所
長

　［略］
５
文
書
等
に
関
す
る
事
務

（１）〜（７）　［略］
（８）　宮崎県個人情報
　保護条例（平成14年
　宮崎県条例第41号）
　に基づく保有個人情
　報の開示、訂正及び
　利用停止の請求に対
　する決定、通知及び
　意見聴取に関するこ
　と。

○

　［略］
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宮崎県公営企業告示第１号　
　口頭により開示請求をすることができる保有個人情報（令和元年
宮崎県公営企業告示第１号）は、令和５年３月31日限り、廃止する
。
　　令和５年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　宮崎県企業局長　井　手　義　哉

病院局企業管理規程

　病院事業管理者が保有する個人情報の保護等に関する規程の一部を改正する企業管理規程をここに公表する。
　　令和５年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県病院局長　𠮷　村　久　人
宮崎県病院局企業管理規程第３号
　　　病院事業管理者が保有する個人情報の保護等に関する規程の一部を改正する企業管理規程
　病院事業管理者が保有する個人情報の保護等に関する規程（平成18年宮崎県病院局企業管理規程第６号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　宮崎県個人情報保護条例（平成14年宮崎県条例第41号）の規定に
基づく病院事業管理者が保有する個人情報の保護等については、知
事が保有する個人情報の保護等に関する規則（平成15年宮崎県規則
第２号）の規定の例による。

　宮崎県個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年宮崎県条
例第38号）の規定に基づく病院事業管理者が保有する個人情報の保
護等に関し必要な事項については、知事が保有する個人情報の保護
等に関する規則（平成15年宮崎県規則第２号）の規定の例による。

　　　附　則
　この規程は、令和５年４月１日から施行する。

病院局公営企業告示第１号
　口頭により開示請求をすることができる保有個人情報（令和元年
病院局公営企業告示第３号）は、令和５年３月31日限り、廃止する
。
　　令和５年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　宮崎県病院局長　𠮷　村　久　人　

人事委員会規則

　宮崎県人事委員会が保有する個人情報の保護等に関する規則の一部を改正する規則をここに公表する。
　　令和５年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県人事委員会委員長　佐　藤　健　司　
宮崎県人事委員会規則第37号
　　　宮崎県人事委員会が保有する個人情報の保護等に関する規則の一部を改正する規則
　宮崎県人事委員会が保有する個人情報の保護等に関する規則（平成15年人事委員会規則第３号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　宮崎県個人情報保護条例（平成14年宮崎県条例第41号）の規定に
基づく宮崎県人事委員会が保有する個人情報の保護等については、
知事が保有する個人情報の保護等に関する規則（平成15年宮崎県規
則第２号）の規定の例による。

　宮崎県個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年宮崎県条
例第38号）の規定に基づく宮崎県人事委員会が保有する個人情報の
保護等に関し必要な事項については、知事が保有する個人情報の保
護等に関する規則（平成15年宮崎県規則第２号）の規定の例による
。

　　　附　則
　この企業管理規程は、令和５年４月１日から施行する。
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　　　附　則
　この規則は、令和５年４月１日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　初任給、昇格及び昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和５年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県人事委員会委員長　佐　藤　健　司　
宮崎県人事委員会規則第38号
　　　初任給、昇格及び昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則
　初任給、昇格及び昇給等の基準に関する規則（昭和48年宮崎県人事委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（行政職給料表の７級以上の職員に相当する職員）
第34条　県給与条例第３条の２第４項の人事委員会規則で定める職
　員は、次に掲げる職員とする。
　（１）〜（３）　［略］

　（行政職給料表の７級以上の職員に相当する職員）
第34条　県給与条例第３条の２第４項の人事委員会規則で定める職
　員は、次に掲げる職員とする。
　（１）〜（３）　［略］
　(４）　医療職給料表（二）の適用を受ける職員でその職務の級が
　　７級であるもの（人事委員会の定めるものに限る。）

　　　附　則
　この規則は、令和５年４月１日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和５年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県人事委員会委員長　佐　藤　健　司
宮崎県人事委員会規則第39号
　　　職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則
　職員の管理職手当に関する規則（昭和30年宮崎県人事委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
別表第１（第２条関係）

別表第２（第３条関係）
　１～５　［略］
　６　医療職給料表（二）

　７・８　［略］
別表第３（第３条関係）
　１～５　［略］
　６　医療職給料表（二）

　

別表第１（第２条関係）

別表第２（第３条関係）
　１～５　［略］
　６　医療職給料表（二）

　７・８　［略］
別表第３（第３条関係）
　１～５　［略］
　６　医療職給料表（二）

組織 職 種別 区分
知事 　［略］

家畜保健衛生所 所長
副所長
副参事

３種
（人事委
員会が別
に定める
ものにあ
っては２
種）

２
（２種に
あっては
２）

　［略］
　［略］

職務の級 種　別 区　分 管理職手当の額
７　級 ２種 ２ 82,200円

　３種 　［略］
　［略］

職務の級 種　別 区　分 管理職手当の額
７　級 ２種 ２ 70,000円

　３種 　［略］

組織 職 種別 区分
知事 　［略］

家畜保健衛生所 所長
副所長
副参事

３種 ２

　［略］
　［略］

職務の級 種　別 区　分 管理職手当の額
７　級 　

　３種 　［略］
　［略］

職務の級 種　別 区　分 管理職手当の額
７　級 　

　３種 　［略］



─ 40 ─

宮　崎　県　公　報令和 ５ 年 ３ 月 30 日（木曜日）　号外　第 20 号

　　　附　則
　この規則は、令和５年４月１日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和５年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県人事委員会委員長　佐　藤　健　司
宮崎県人事委員会規則第40号
　　　期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則
　期末手当及び勤勉手当に関する規則（昭和41年宮崎県人事委員会規則第10号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
第５条の４　給与条例第８条第５項の管理又は監督の地位にある職
　員は、次に掲げる職員（休職にされている職員のうち、給与条例
　第９条の２第１項に該当する職員以外の職員を除く。）とする。
　(１）　職員の管理職手当に関する規則（昭和30年宮崎県人事委員
　　会規則第２号）の規定による管理職手当に係る区分が１種又は
　　２種の職を占める職員のうち、次に掲げる職員
　　ア～エ　［略］

　（２）　［略］
２　［略］

第５条の４　給与条例第８条第５項の管理又は監督の地位にある職
　員は、次に掲げる職員（休職にされている職員のうち、給与条例
　第９条の２第１項に該当する職員以外の職員を除く。）とする。
　(１）　職員の管理職手当に関する規則（昭和30年宮崎県人事委員
　　会規則第２号）の規定による管理職手当に係る区分が１種又は
　　２種の職を占める職員のうち、次に掲げる職員
　　ア～エ　［略］
　　オ　医療職給料表（二）の適用を受ける職員のうち、職務の級
　　　が７級の職員
　（２）　［略］
２　［略］

　　　附　則
　この規則は、令和５年４月１日から施行する。

教育委員会告示

宮崎県教育委員会告示第３号　　　　　　　　　　　　　　　
　口頭により開示請求をすることができる保有個人情報（令和３年
宮崎県教育委員会告示第６号）は、令和５年３月31日限り、廃止す
る。
　　令和５年３月30日
　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会教育長　黒　木　淳一郎

警察本部告示警察本部告示警察本部告示

宮崎県警察本部告示第７号
　宮崎県警察本部長が保有する個人情報の保護等に関する規程（平成18年本部告示第３号）の一部を次のように改正し、令和５年４月１日
から施行する。
　　令和５年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県警察本部長　山　本　将　之
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　宮崎県個人情報保護条例（平成14年宮崎県条例第41号）の規定に
基づく宮崎県警察本部長が保有する個人情報の保護等については、
知事が保有する個人情報の保護等に関する規則（平成15年宮崎県規
則第２号）の規定の例による。

　宮崎県個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年宮崎県条
例第38号）の規定に基づく宮崎県警察本部長が保有する個人情報の
保護等に関し必要な事項については、知事が保有する個人情報の保
護等に関する規則（平成15年宮崎県規則第２号）の規定の例による
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県警察本部告示第８号
　口頭により開示請求をすることができる保有個人情報（令和４年宮崎県警察本部告示第９号）は、令和５年３月31日限り、廃止する。
　　令和５年３月30日

　７・８　［略］ 　７・８　［略］
　［略］ 　［略］
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　宮崎県監査委員が保有する個人情報の保護等に関する規程の一部を改正する告示をここに公表する。
　　令和５年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県監査委員　
宮崎県監査委員告示第１号
　　　宮崎県監査委員が保有する個人情報の保護等に関する規程の一部を改正する告示
　宮崎県監査委員が保有する個人情報の保護等に関する規程（平成15年宮崎県監査委員告示第１号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　宮崎県個人情報保護条例（平成14年宮崎県条例第41号）の規定に
基づく宮崎県監査委員が保有する個人情報の保護等については、知
事が保有する個人情報の保護等に関する規則（平成15年宮崎県規則
第２号）の規定の例による。

　宮崎県個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年宮崎県条
例第38号）の規定に基づく宮崎県監査委員が保有する個人情報の保
護等に関し必要な事項については、知事が保有する個人情報の保護
等に関する規則（平成15年宮崎県規則第２号）の規定の例による。

　　　附　則
　この告示は、令和５年４月１日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県監査委員告示第２号
　口頭により開示請求をすることができる保有個人情報（令和３年宮崎県監査委員告示第１号）は、令和５年３月31日限り、廃止する。
　　令和５年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県監査委員

労働委員会告示

　宮崎県労働委員会が保有する個人情報の保護等に関する規程の一部を改正する告示をここに公表する。
　　令和５年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県労働委員会会長　山　崎　真一朗　
宮崎県労働委員会告示第１号
　　　宮崎県労働委員会が保有する個人情報の保護等に関する規程の一部を改正する告示
　宮崎県労働委員会が保有する個人情報の保護等に関する規程（平成15年地方労働委員会告示第１号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　宮崎県個人情報保護条例（平成14年宮崎県条例第41号）の規定に
基づく宮崎県労働委員会が保有する個人情報の保護等については、
知事が保有する個人情報の保護等に関する規則（平成15年宮崎県規
則第２号）の規定の例による。

　宮崎県個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年宮崎県条
例第38号）の規定に基づく宮崎県労働委員会が保有する個人情報の
保護等に関し必要な事項については、知事が保有する個人情報の保
護等に関する規則（平成15年宮崎県規則第２号）の規定の例による
。

　　　附　則
　この告示は、令和５年４月１日から施行する。

選挙管理委員会規程

　宮崎県選挙管理委員会が保有する個人情報の保護等に関する規程の一部を改正する規程をここに公表する。
　　令和５年３月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県選挙管理委員会委員長　茂　　　雄　二　
宮崎県選挙管理委員会規程第１号
　　　宮崎県選挙管理委員会が保有する個人情報の保護等に関する規程の一部を改正する規程
　宮崎県選挙管理委員会が保有する個人情報の保護等に関する規程（平成15年宮崎県選挙管理委員会告示第11号）の一部を次のように改正
する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　宮崎県個人情報保護条例（平成14年宮崎県条例第41号）の規定に 　宮崎県個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年宮崎県条

監査委員告示

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県警察本部長　山　本　将　之
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基づく宮崎県選挙管理委員会が保有する個人情報の保護等について
は、知事が保有する個人情報の保護等に関する規則（平成15年宮崎
県規則第２号）の規定の例による。

例第38号）の規定に基づく宮崎県選挙管理委員会が保有する個人情
報の保護等に関し必要な事項については、知事が保有する個人情報
の保護等に関する規則（平成15年宮崎県規則第２号）の規定の例に
よる。

　　　附　則
　この規程は、令和５年４月１日から施行する。
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